





Der rechtliche Rahmen fur Bau und Wohnen durch



































（ 3）　Pittini, supra note （1）, p.68

















が組成され、そして、建物が完成したら、構成員は住居所有権法（Gesetz über das Wohnungseigentum 
und das Dauerwohnrecht）に基づく住居所有権者共同体（Wohnungseigentümergemeinschaft）となり、
それぞれが各住戸の住居所有権を取得する（Friedrich Heinzmann, Die freie Bauherrengemeinschaft










































































































（13）　Profiles of a Movement: CO-OPERATIVE HOUSING Around the World, 2012， p.34（https:// 
4bfebv17goxj464grl4a02gz-wpengine.netdna-ssl.com/wp-content/uploads/2016/11/Profiles_of_a_movement 
_web.pdf〔2020年 4月20日最終閲覧〕）
（14）　Profiles of a Movement, supra note （13）, p.33.なお、所有関係による住宅協同組合の起源はさら
に古く、1862年のハンブルクで設立されたものにまで遡る（同頁）。
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業および経済協同組合に関する法律（Gesetz betreffend die Erwerbs-und 

















巻 3 ＝ 4号併号（1994年） 1頁以下、36巻 1号（同年） 1頁以下、同巻 4号（1995年） 1頁以下、




（16）　Profiles of a Movement, supra note （13）, p.33
（17）　Profiles of a Movement, supra note （13）, p.33
（18）　Profiles of a Movement, supra note （13）, p.33⊖34. ハンブルクやバーデン・ヴュルテンブルク、ノ
ルトラインヴェストファーレンなどにおける住宅協同組合に対する公的支援策について紹介する
ものとして、Maximilian Vollmer / Annette Spellerberg, Unterstützungsstrukturen genossenschaftlicher 
Wohnprojekte in verschiedenen Bundesländern, Neue Wohnformen - gemeinschaftlich und 

























（19）　 ド イ ツ 住 宅・ 不 動 産 企 業 連 邦 連 盟（GdW Bundesverband deutscher Wohnungs- und 
Immobilienunternehmen e.V.）による数値である（Profiles of a Movement, supra note, p.33）。
（20）　KfWのWebサイト「エネルギー効率の高い建物」のページより
（https://www.kfw.de/inlandsfoerderung/Privatpersonen/Neubau/Finanzierungsangebote/Energieeffizient-
Bauen- （153） / 〔2020年4月20日最終閲覧〕）

























（22）　本文中のシュプレーフェルト建築・住宅協同組合の記述は、Annette Becker / Laura Kienbaum / 
Kristien Ring / Peter Cachola Schmal （Hrsg.）, Bauen und Wohnen in Gemeinschaft, 2015., S.170⊖175. で
紹介されている。
（23）　Becker / Kienbaum / Ring / Schmal （Hrsg.）, a.a.O., S.170.
（24）　Becker / Kienbaum / Ring / Schmal （Hrsg.）, a.a.O., S.170.





















































（30）　OEKOGENO協同組合の Webサイトより（https://www.oekogeno.de/projekte/〔2020年 4 月20日
最終閲覧〕）。なお、ドイツでは協同組合の行う事業の種類は協同組合法によって定められており、
2006年より前までは協同組合銀行（協同組合法 1条 1項 1号）、農業系協同組合（同項 2号、3号、












住宅協同組合（OEKOGENO Solidarisch Wohnen in Hessen eG）を組成して、
ニッダールのイルベンシュタット修道院の敷地内に集合住宅を建設したり（32）、
フライブルクでは OEKOGENO住宅協同組合（OEKOGENO Hausgenossenschaft 
eG）を組成して社会的統合を目指した住宅プロジェクトを遂行したり（33）、ま
たフルトヴァンゲンでは OEKOGENO 包括的住宅協同組合（OEKOGENO 







































































（38）　Thomas Schlüter / Mirjam Luserke / Stefan Roth, Genossenschaftsrecht für die Praxis, Ein Leitfaden für 
Wohnungsgenossenschaften, 1. Auf, 2014.
（39）　Genossenschaftsverband, Mustersatzung für Wohnungsgenossenschaften
（https://www.genossenschaftsverband.de/site/assets/files/30787/wohnungsgenossenschaft.pdf〔2020年 4
月20日最終閲覧〕）
（40）　Genossenschaft von Unten eine Initiative von Mitgliedern Berliner Wohnungsgenossenschaften（http://
www.genossenschaft-von-unten.eu/gvu-mustersatzung-2016-08.pdf〔2020年 4月20日最終閲覧〕）




（Schlüter / Luserke / Roth, a.a.O., S. 19.）。





























































Anteile）という（Schlüter / Luserke / Roth, a.a.O., S. 182⊖183）。
















































































































/ Luserke / Roth, a.a.O., S. 149.）。この記述からすると、非居住組合員が住戸の引渡しを主張する
にあたっては、前提として定款でかかる旨の定めが存することが必要となろう。
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ず、利用者は継続的な利用権を有することとなる（同書では、このような組合























（58）　Schlüter / Luserke / Roth, a.a.O., S. 151.
（59）　Schlüter / Luserke / Roth, a.a.O., S. 151.
（60）　Schlüter / Luserke / Roth, a.a.O., S. 153⊖154.



























4章 協同組合の機関」に割いている。具体的には 4つの機関からなり（同 4
条）、組合員によって構成される最高の意思決定機関である総会（同26条から
42条）、業務執行機関である理事会（同14条から21条）、その監督機関である監








































項、農協法 5条、水協法 5条、消協法 4条）、社団法人に属すると解されてい
る（64）。責任の性質に関しては、旧産業組合法下では、保証責任（65）や無限責任も
認められていたが、各種協同組合法は間接有限責任（中協法10条 4項、農協法
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とを社員権や組合員権、持分という（66）。持分の払込義務（中協法10条 1項、農
協法13条 1 項、水協法19条 1 項、消協法16条 1 項）、議決権（中協法11条 1
項、農協法16条 1項、水協法21条 1項、消協法17条 1項）、剰余金配当請求権
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＊ 本稿は、「非営利・協同総合研究所いのちとくらし」から助成を受けて行っ
た研究成果の一部である。
―ねぎし　けん・東洋大学法学部講師―
132
ドイツの住宅協同組合（Wohnungsgenossenschaft）による住宅の建築・居住に関する法的枠組みについて〔根岸　謙〕
